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１．一般会計の予算規模

令和２年度予算案 ５，６０９億４３百万円
[ 令和元年度６月補正後予算比 ＋３３６億２８百万円 ＋６．４％ ]

（参考）
令和２年度予算案＋令和元年度２月補正予算案

５，７１７億２０百万円

[ 令和元年度６月補正後予算＋平成３０年度２月補正予算（当初提出）比
＋３１４億６３百万円 ＋５．８％ ]
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一般会計予算規模の推移
当初予算

６月補正予算（肉付け）

２月補正予算（国経済対策等関連）

4,812億円

当初

5,609

億円

当初

5,017

億円

当初

5,067

億円

当初

4,778

億円

当初

4,951

億円

当初

4,713

億円

当初

4,771

億円

当初

4,551

億円

当初

4,707

億円

当初

4,577

億円

6月補正等

234

億円

6月補正

122

億円

5,043億円

4,915億円4,917億円4,879億円

（億円）

5,141億円

［参考］
H28年度
12月補正
・2月補正

国経済対策

関連分

(4,894億円)

116

5,403億円

6月補正

256

億円

5,717億円

当初

4,653

億円

表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある
１



２．歳入予算の概要

◆主要な一般財源のうち、県税、地方消費税清算金、地方譲与税は増
加（＋１３０億円）。地方交付税と臨時財政対策債の合計額は、令和
元年度と同程度（△１億円）。

◆地域・経済活性化基金等からの繰入金（△６８億円）は主要なプロジェ
クトの進捗等により減少するものの、奈良県道路公社清算金収入等
により、諸収入が増加（＋２５２億円）。

表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある
２

（単位：百万円、％）

増 減 額 増 減 率

１ 県 税 121,300 120,900 400 0.3 

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 54,826 45,855 8,971 19.6 

３ 地 方 譲 与 税 25,277 21,644 3,633 16.8 

う ち 特 別 法 人 事 業 譲 与 税

（ Ｒ 元 ： 地 方 法 人 特 別 譲 与 税 ） 23,512 19,869 3,643 18.3 

４ 地 方 特 例 交 付 金 800 1,435 △635 △44.2 

５ 地 方 交 付 税 155,000 153,091 1,909 1.2 

６
交 通 安 全 対 策 特 別
交 付 金

300 400 △100 △25.0 

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 686 465 222 47.7 

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 7,891 8,011 △120 △1.5 

９ 国 庫 支 出 金 63,437 62,059 1,377 2.2 

１ ０ 財 産 収 入 2,139 1,872 267 14.3 

１ １ 寄 附 金 196 186 10 5.4 

１ ２ 繰 入 金 26,955 33,777 △6,822 △20.2 

１ ３ 繰 越 金 500 500 0 0.0 

１ ４ 諸 収 入 38,283 13,084 25,200 192.6 

１ ５ 県 債 63,354 64,037 △683 △1.1 

１ ６ う ち 臨 時 財 政 対 策 債 20,000 22,000 △2,000 △9.1 

560,943 527,315 33,628 6.4 

うち主要な一般財源
（１～５、１６） 377,203 364,925 12,278 3.4 

計

区　　　　　　　分
令 和 元 年 度

６ 月 補 正 後 予 算 額

比 較令 和 ２ 年 度
予 算 案



県 税 等

地方交付税＋
臨時財政対策債

２０１，４０３ ［１８８，３９９］ ＋１３，００４ ＋６．９％

・令和２年度の県税収入は、法人県民税（△867）等が減収となるものの、法人

の業績が堅調なこと等による配当割県民税（＋652）及び法人事業税（＋528）

の増収や、地方消費税率の引上げによる地方消費税の増収（＋2,408）等によ

り令和元年度に比べ増加する見込み。

・地方消費税清算金は、地方消費税率の引上げにより増加（＋8,971）する見込

み。

・地方譲与税は、地方法人特別譲与税が廃止（△19,869）となるものの、特別法

人事業譲与税の創設（＋23,512）により増加する見込み。

県税 １２１，３００［１２０，９００］ ＋ ４００ ＋ ０．３％

地方消費税清算金 ５４，８２６［ ４５，８５５］ ＋ ８，９７１ ＋１９．６％

地方譲与税 ２５，２７７［ ２１，６４４］ ＋ ３，６３３ ＋１６．８％

計 ２０１，４０３[１８８，３９９] ＋１３，００４ ＋ ６．９％

１７５，０００ ［１７５，０９１］ △９１ △０．１％

・地方交付税と臨時財政対策債の合計額は令和元年度と同程度。

地方交付税 １５５，０００［１５３，０９１］ ＋１，９０９ ＋１．２％

臨時財政対策債 ２０，０００［ ２２，０００］ △２，０００ △９．１％

計 １７５，０００[１７５，０９１] △ ９１ △０．１％

単位：百万円、［ ］内は令和元年度６月補正後予算額

国庫支出金 ６３，４３７ ［６２，０５９］ ＋１，３７７ ＋２．２％

・国の「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」等に呼応し、公共事業

を増額したことから、令和元年度に比べ、普通建設事業にかかる国庫支出金が

増加（＋1,902）。

３



県 債 ６３，３５４ ［６４，０３７］ △６８３ △１．１％

・投資的経費等の財源に充てる県債は増加。

公共事業関係（＋3,674）、なら歴史芸術文化村整備事業債（△1,666）、

県立大学整備事業債（△785) など

・臨時財政対策債は減少（△2,000）。

・県債の発行にあたっては、今後の公債費負担の軽減を図るため、極力、交付税

措置がある有利な地方債を活用。

令和２年度末県債残高見込み ９，９１０億円 （対元年度末見込比 △２５３億円）

（うち交付税措置のない県債残高 ３，６７３億円 （対元年度末見込比 △１７億円））

単位：百万円、［ ］内は令和元年度６月補正後予算額

諸 収 入

・平成３１年３月に解散した奈良県道路公社清算金収入（27,700）により、令和元年
度に比べ増加。

３８，２８３ ［１３，０８４］ ＋２５，２００ ＋１９２．６％

繰 入 金 ２６，９５５ ［３３，７７７］ △６，８２２ △２０．２％

・奈良県コンベンションセンター等整備の完了やなら歴史芸術文化村整備の進捗
により、地域・経済活性化基金繰入金が減少（△11,204）。

・県債管理基金繰入金を財源とした臨時財政対策債の繰上償還を増額
（＋5,000）。

・財政調整基金からの繰入れは２１億円（＋100）。

４



３．歳出予算の概要

５

◆義務的経費は、扶助費が減少したものの、人件費や公債費の増加に
より、＋８６億円の増。

◆投資的経費は、防災・減災対策等を推進するため、公共事業を増額
したものの、奈良県コンベンションセンター等整備の完了やなら歴史
芸術文化村整備の進捗等により、 △１１１億円の減。

◆一般施策経費は､奈良県道路公社清算金収入の一部を地域・経済活
性化基金に積み立てたことや、社会保障関係経費及び県税交付金等
の増加等により、＋３６１億円の増。

（単位：百万円、％）

増 減 額 増 減 率

148,280 146,739 1,541 1.1 

う ち 退 職 手 当 14,252 14,013 239 1.7 

う ち 退 職 手 当 以 外 134,028 132,726 1,302 1.0 

15,387 15,530 △142 △0.9 

97,319 90,121 7,198 8.0 

260,987 252,390 8,597 3.4 

79,075 88,392 △9,318 △10.5 

補 助 事 業 41,403 38,923 2,480 6.4 

うち一般公共事業費 37,238 33,818 3,420 10.1 

補助建設事業費 4,165 5,104 △939 △18.4 

単 独 事 業 23,626 34,963 △11,337 △32.4 

うち単独公共事業費 10,592 8,441 2,151 25.5 

単独建設事業費 13,034 26,522 △13,489 △50.9 

国 直 轄 事 業 費 負 担 金 12,383 12,054 330 2.7 

受 託 事 業 1,663 2,453 △790 △32.2 

3,616 5,403 △1,788 △33.1 

82,690 93,796 △11,105 △11.8 

17,042 16,868 173 1.0 

4,865 4,541 325 7.1 

143,966 134,605 9,361 7.0 

う ち 県 税 交 付 金 等 50,092 42,030 8,062 19.2 

157 619 △462 △74.6 

2,128 2,200 △72 △3.3 

31,671 6,310 25,362 402.0 

17,336 15,886 1,450 9.1 

100 100 0 0.0 

217,266 181,129 36,136 20.0 

560,943 527,315 33,628 6.4 合　　　　計

計

公 債 費

計

維 持 補 修 費

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

物 件 費

比 較

出 資 金

令 和 ２ 年 度
予 算 案

貸 付 金

令 和 元 年 度
６ 月 補 正 後 予 算 額

人 件 費

扶 助 費

計

区　　　　　分

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

一
般
施
策
経
費

災 害 復 旧 事 業 費

補 助 費 等

予 備 費

積 立 金

表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある



普通建設事業費

人 件 費

公 債 費

単位：百万円、［ ］内は令和元年度６月補正後予算額

１４８，２８０ ［１４６，７３９］ ＋１，５４１ ＋１．１％

退職手当 １４，２５２［ １４，０１３］ ＋２３９ ＋１．７％
退職手当以外 １３４，０２８［１３２，７２６］ ＋１，３０２ ＋１．０％

・退職手当は、退職者数の増により増加。

・退職手当以外については、会計年度任用職員制度の導入（＋1,050）、臨時的
任用の制度見直し（＋769）により増加。なお、自主的な給与抑制措置は継続。

・県債管理基金を活用した臨時財政対策債の繰上償還の増等により元金は増
加（＋7,901）。借入利率の低下により利子は減少（△703）。

９７，３１９ ［９０，１２１］ ＋７，１９８ ＋８．０％

７９，０７５ ［８８，３９２］ △９，３１８ △１０．５％

災害復旧事業費 ３，６１６ ［５，４０３］ △１，７８８ △３３．１％

・過年度に被災した公共土木施設の復旧事業費が減少（△2,191）。

・県経済の活性化や県民の安全・安心の確保に資する事業に「選択と集中」
を徹底。

・ 奈良県コンベンションセンターが完成（４月オープン）（△12,150）

・ 主要な施設等の整備を着実に推進
大規模広域防災拠点の整備、なら歴史芸術文化村の整備、奈良県フォレスターアカ
デミーの開校準備、吉城園周辺地区整備など奈良公園及びその周辺の魅力向上、
平城宮跡東側・南側の整備、桜井県営住宅の建替整備、県立高校の耐震化 など

・ 国の「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」（Ｈ３０～Ｒ２）等に呼応し、
公共事業を増額（＋5,901）

骨格幹線道路ネットワークの形成、紀伊半島アンカールートの整備促進、（仮称）奈良
インターチェンジ周辺の整備、水害・土砂災害・地震等に備えるためのハード・ソフト両
面からの防災・減災対策、インフラ老朽化対策 など

・連携協定に基づき、市町村のまちづくりを支援。

６



補助費等 １４３，９６６ ［１３４，６０５］ ＋９，３６１ ＋７．０％

・引き続き社会保障関係経費が増加。
後期高齢者医療関係費（＋1,014）、幼児教育の無償化（＋610）、
介護給付費負担金（＋337）、障害者自立支援給付費（＋299） など

・出所者の更生保護・就労支援（37）、私立学校等教育経常費補助金・私立高等
学校等授業料等軽減補助金（6,360）、企業立地促進補助金（1,000）など、「奈良
新『都』づくり戦略２０２０」の実行にかかるものは、確実に予算化。

・県税収入等の増加に伴い、県内市町村への県税交付金等が増加（＋8,062）。

物 件 費

・首都圏における魅力発信と誘客促進を強化するため、「奈良まほろば館」と
「ときのもり」を東京都港区新橋に統合・移転。

・日本博事業への参加、「記紀・万葉プロジェクト」の集大成事業など、豊かな歴
史文化資源を活用したプロジェクトを展開。

１７，０４２ ［１６，８６８］ ＋１７３ ＋１．０％

単位：百万円、［ ］内は令和元年度６月補正後予算額

繰 出 金 １７，３３６ ［１５，８８６］ ＋１，４５０ ＋９．１％

・平成３０年５月に移転開院した奈良県総合医療センターの整備（起債の償還）
にかかる運営費交付金が増加したことから、令和元年度に比べ増加（＋596）。

［県立病院機構関係経費特会繰出金］

・県立医科大学における修学支援制度の創設及び教育・研究部門の移転整備
の進捗に伴い、令和元年度に比べ増加（＋415）。

［県立医科大学関係経費特会繰出金］

維持補修費

・住民ニーズが高い河川の除草や、道路施設の修繕等を増額。

４，８６５ ［４，５４１］ ＋３２５ ＋７．１％

７

積 立 金

・奈良県道路公社清算金収入の一部（25,311）を地域・経済活性化基金に積立て
たことから、令和元年度に比べ増加。

３１，６７１ ［６，３１０］ ＋２５，３６２ ＋４０２．０％



４．財政の健全性を確保するための主な取組

○県税の徴収強化

・税制調査会の運営
・ 経済社会の構造変化に対応した地方税制度について検討・提言
・ 政策目標を実現するための課税自主権の活用について検討・提言

・課税ベースの拡大
県内に事業所等を有する未申告の県外法人に対する調査、申告指導 など

・
納税通知書等に外国語の案内文書を同封し、円滑な賦課徴収を推進

・市町村と連携した奈良モデル協働徴収体制の充実
・ 地方税滞納整理本部（税務課）、地方税滞納整理課（奈良、中南和県税事務所）の運営
・ 市町村と県との協働徴収体制による県税務職員の市町村派遣等、特別徴収の推進 など

・滞納整理の推進
・ 県税事務所及び自動車税事務所に滞納徴収員を配置
・ 自動車税納税呼びかけ窓口を設置し、自主納付を呼びかけ
・ 遠隔地の滞納案件にかかる調査を民間委託し、滞納案件の整理を強化
・

・納税環境の整備等
自動車保有関係手続きのワンストップサービスの実施、 自動車税納付確認の電子化、
コンビニエンスストア・クレジットカード・マルチペイメント・ の実施

・有料広告等の導入を推進
・ 「県民だより奈良」裏表紙に広告枠、県公式ホームページにバナー広告枠を設定
・ 自動車税納税通知書発送用封筒の裏面に広告枠を設定
・ 県庁舎、橿原文化会館等に有料広告を掲示
・ 橿原公苑野球場、第１体育館にネーミングライツを実施（佐藤薬品スタジアム、ジェイテクト
アリーナ奈良）

○税外収入の確保

８

・地域・経済活性化基金への積立て ２５３億１１百万円
地域・経済活性化基金の残高見込み Ｒ元末：８７億円 → Ｒ２末：３３６億円

・出資の際に発行した県債の繰上償還 ２３億８９百万円

○奈良県道路公社清算金収入の活用



○未収金対策の強化

・民間の債権回収業者等への事務委託
県営住宅使用料（退去者の滞納家賃）、 高校奨学金、母子父子寡婦福祉資金貸付金 など

・納付しやすい環境の整備 口座振替の実施（高校奨学金等）

○県有資産の有効活用

・県有資産を経営的な観点から総合的に企画・管理・活用する「ファシリティマネジ
メント」の推進
・ 県有資産の保有総量最適化
・ 低利用・未利用の県有地や市町村保有地のさらなる有効活用
・ 県有施設の長寿命化・耐震化の推進

・県有施設及び跡地の活用
・ 旧五條高等学校跡地

五條市中心市街地のまちづくりを推進（市役所移転建替に合わせて県の出先事務所を
集約）

・ 吉野高等学校
吉野高等学校に奈良県フォレスターアカデミー（令和３年度開校）等を設置

・県有資産の売却
・ 売却収入見込み ５２４百万円
・ インターネット公売の実施

○税外収入の確保（つづき）

・一般競争入札による県有施設への自動販売機設置
県庁舎、分庁舎、奈良総合庁舎、郡山総合庁舎外４５施設

・ふるさと奈良県応援寄付金及び企業版ふるさと納税の受入拡大
県政情報の発信などにより、寄付者とのコミュニケーションを強化

・使用料や手数料の見直し
・ 奈良公園バスターミナルレクチャーホール等使用料の新設
・ 道路占用料等の見直し など

９



・自主的な給与抑制措置の継続
給与抑制率 知事△１０％、副知事・教育長 △５％、部長・次長級 △３％、

課長級 △２％、小規模所長級 △０．５％

○人件費の抑制

・事業の新陳代謝の促進【見直し効果額 3,074百万円】

廃止・休止 ７２事業
主な事業 首都圏でのならの「食」ＰＲ事業（奈良まほろば館の移転に伴い、令和３年４月

にオープン予定の新拠点に「ときのもり」の機能を統合）、
地域に身近な男女共同参画計画策定支援事業（令和元年度に作成する計画
策定マニュアルの活用等により、今後は未策定町村の計画策定を支援） など

その他の見直し １５９事業
主な事業 イベント会場を見直したことによる大立山まつり開催経費の圧縮（令和２年度

は奈良県コンベンションセンターで開催予定）、
大規模病院の研修体制等が整備されてきたことにより、補助対象病院を見直
したことによる新人看護職員卒後研修事業補助金の圧縮 など

○既存事業の見直し

・償還時に地方交付税による財源措置のある、有利な県債を積極的に活用
〔活用例〕
・ 「緊急自然災害防止対策事業債」を活用し、災害の発生予防と拡大防止の取組を推進
・ 「緊急防災・減災事業債」を活用し、県立学校施設等の耐震化を推進

・地方交付税による財源措置がなく、自前で返済が必要な県債の残高を極力抑制

○財源措置のある有利な県債の活用

・県債管理基金を活用した臨時財政対策債の繰上償還の実施
平成３０年度・令和元年度 各１００億円 → 令和２年度 １５０億円

（３年間合計 ３５０億円）

○県債総額の縮小

１０



１１

【参考資料】
一般会計歳入・歳出（性質別）の内訳

単位：億円
（構成比 ％）

人件費
1,483(26.4)  

扶助費 154(2.7)

公債費
973(17.3)

補助費等
1,440(25.7)  

繰出金 173(3.1)

積立金 317(5.6）

物件費その他 243(4.3)

歳 出

5,609億円

投資的経費
827(14.7)  

表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある

その他

地方譲与税 253(4.5)

地方特例交付金 8(0.1)

交通安全対策

特別交付金

依

存

財

源

自

主

財

源

3(0.1)

県 税
1,213(21.6) 

歳 入

5,609億円

地方交付税
1,550(27.6)  

国庫支出金
634(11.3)  

3,082
(54.9)  

2,528
(45.1)

地方消費税
清算金
548(9.8) 

繰入金
270(4.8) 

県債
634(11.3)  

諸収入
383(6.8) 

使用料及び
手数料
79(1.4) 

その他
35(0.6) 

単位：億円
（構成比 ％）



一般会計歳出（目的別）の内訳

（単位：百万円、％）

増 減 額 増 減 率

１ 議 会 費 1,171 1,158 14 1.2 

２ 総 務 費 49,286 19,653 29,632 150.8 

３
文 化 ・教 育・ くら し創 造費
（ Ｒ 元 ： 地 域 振 興 費 ）

36,919 31,174 5,745 18.4 

４ 福 祉 保 険 費 76,043 89,363 △13,320 △14.9 

５ 医 療 政 策 費 13,408 12,443 966 7.8 

６
水 循 環・ 森林 ・景 観環 境費
（ Ｒ 元 ： く ら し 創 造 費 ）

9,062 3,960 5,102 128.8 

７ 雇 用 政 策 費 1,349 1,238 111 9.0 

８
食 と 農 の 振 興 費
（ Ｒ 元 ： 農 林 水 産 業 費 ）

8,904 13,327 △4,423 △33.2 

９
産 業 ・ 観 光 振 興 費
（ Ｒ 元 ： 産 業 振 興 費 ）

5,985 4,058 1,927 47.5 

１ ０ 県 土 マ ネ ジ メ ン ト 費 69,387 75,732 △6,345 △8.4 

１ １ 警 察 費 29,521 29,432 89 0.3 

１ ２ 教 育 費 108,429 107,859 569 0.5 

１ ３ 災 害 復 旧 費 3,604 5,376 △1,772 △33.0 

１ ４ 公 債 費 97,546 90,281 7,264 8.0 

１ ５ 諸 支 出 金 50,229 42,162 8,068 19.1 

１ ６ 予 備 費 100 100 0 0.0 

560,943 527,315 33,628 6.4 

比 較

合　　　　計

区　　　　　　　分
令 和 ２ 年 度
予 算 案

令 和 元 年 度
６月補正後予算額

表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある
１２

単位：億円
（構成比 ％）

教育費
1,084(19.3)

福祉保険費
760(13.6)

公債費
975(17.4)

総務費
493(8.8)

水循環・森林・景観環境費 91(1.6)

文化・教育・
くらし創造費

369(6.6)

医療政策費 134(2.4)

雇用政策費 13(0.2)

食と農の振興費 89(1.6)

産業・観光振興費 60(1.1)
その他 13(0.2)

歳 出

5,609億円
諸支出金
502(9.0)

警察費
295(5.3)

災害復旧費 36(0.6)

県土マネジメント費
694(12.4)



4,390 4,384 4,346
4,163

4,052
3,959

3,873
3,774

3,676 3,690 3,673

1,050 1,026 1,043 1,069 1,078
1,165 1,155 1,210 1,200 1,209 1,213

0
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5,000

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

交付税措置のない県債残高

県税収入額

（H30までは現在高、R1は2月補正予算案後、R2は当初予算案）

3.0倍3.4倍 3.4倍 3.1倍4.2倍 4.3倍 4.2倍 3.9倍 3.8倍 3.1倍 3.1倍
交付税未措置額
／県税収入額

（億円） 交付税措置のない県債残高と県税収入額の推移

10,367

10,478

10,568

10,676
10,700 10,699

10,616

10,501

10,257

10,163

9,910

9,600

9,800

10,000

10,200

10,400

10,600

10,800

11,000

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

（億円）

（H30までは現在高、R1は2月補正予算案後、R2は当初予算案）

10,367

10,478

10,568

10,676
10,700 10,699

10,616

10,501

10,257

10,163

9,910

9,600

9,800

10,000

10,200

10,400

10,600

10,800

11,000

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

（億円）

（H30までは現在高、R1は2月補正予算案後、R2は当初予算案）

県債残高総額の推移

0
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１４
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Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

県税の推移
（億円）

利子割県民税

法人関係税

その他

1,069

1,155

個人県民税

1,078

1,165

Ｈ30までは決算額、Ｒ１は当初予算額、Ｒ２は当初予算案

1,210 1,209

1,050 1,026 1,043

1,200 1,213

表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある
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